
                    主文
  １　原告らの請求をいずれも棄却する。
  ２　訴訟費用は原告らの負担とする。
                    事実及び理由
第１　請求
    　被告らは，大阪府に対し，連帯して５１億４０１２万８０００円及びこれに
対する平成１１年７月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
第２　事案の概要
    　本件は，財団法人国際見本市協会（以下「協会」という。）が大阪府から建
物所有目的で土地を賃借し，同土地上に建築した建物においてホテルを営んでいた
ところ，大阪府と協会との間で平成１１年３月１９日に同建物及びこれに付随する
同土地の借地権について立退補償契約（以下「本件立退補償契約」という。）が締
結され，同年７月９日までに補償金合計５１億４０１２万８０００円の支出（以下
「本件各支出」という。）がされたのは違法であるとして，大阪府の住民である原
告らが，平成１４年法律第４号による改正前の地方自治法２４２条の２第１項４号
に基づき，大阪府に代位して，本件立退補償契約の締結及び本件各支出に関与した
被告らに対し，連帯して大阪府に上記補償金相当額の損害金及びこれに対する本件
各支出の終わった日の翌日である平成１１年７月１０日から支払済みまで民法所定
の年５分の割合による遅延損害金を支払うよう求めている事案である。
  １　前提事実（争いのない事実及び証拠〔書証番号は特記しない限り枝番を含
む。以下同じ。〕等により容易に認められる事実）
    (1)　被告ら
      ア　被告ａは，本件立退補償契約の締結当時，大阪府副知事及び協会常務理
事の役職に在った者である。
      イ　被告ｂは，本件立退補償契約の締結当時，大阪府知事及び協会会長の役
職に在った者である。
      ウ　被告ｃは，本件立退補償契約の締結及び本件各支出の当時，大阪府出納
長及び協会監事の役職に在った者である。
      エ　被告ｄは，本件立退補償契約の締結当時，大阪府商工部長及び協会常務
理事の役職に在った者である。
      オ　被告ｅは，本件立退補償契約の締結当時，大阪府商工部理事（ただし，
大阪府平成１３年条例第７１号による改正前の職員の分限に関する条例２条１項１
号の規定に基づき，休職中であった〔丙４４，弁論の全趣旨〕。）及び協会常務理
事の役職に在った者である。
      カ　被告ｆは，本件立退補償契約の締結当時，大阪府商工部新産業振興課長
の役職に在った者である。
    (2)　協会の事業の経緯
      ア　協会は，大阪府，大阪市及び地元財界等の出捐により，昭和２４年１２
月２３日，通商産業大臣の許可を得て設立された財団法人である（甲５，丙１）。
        　協会においては，歴代，大阪府知事が会長に，同副知事及び商工部長が
常務理事に，同副知事又は出納長が監事に，同議会正副議長並びに総務常任委員会
及び商工農林常任委員会の各正副委員長が理事にそれぞれ就任していた。なお，大
阪市長及び大阪商工会議所会頭が副会長に歴代就任するなど，大阪市及び大阪商工
会議所の関係者らも上記同様に協会の役員に就くのが慣例となっていた（甲６，丙
１）。
        　また，大阪府は，協会の設立に際して８５００万円を出捐した（丙１）
ほか，その存続期間中，６回にわたり，合計１５億０４００万円の貸付けを行うと
ともに，平成６年度から平成１０年度にかけて，大阪府から協会に派遣していた職
員の人件費相当額の補助金を支出していた（弁論の全趣旨）。
      イ　昭和２６年，協会は，大阪府の所有する別紙物件目録記載１の土地のう
ち別紙図面１において１号物件と記載された部分（地積５９９１．７８平方メート
ル。以下「本件土地Ａ」という。）上にα会館を建設し，同会館において，見本市
事業及びα会館ホテルの営業を開始した（丙１）。
      ウ　協会は，昭和２８年１月２１日，大阪府との間で，大阪府の所有するα
会館敷地２６４７．３９坪の従前の無償使用について追認を受けるとともに，同日
から昭和３０年３月３１日までの期間，上記敷地を無償で借り受ける旨の契約を締
結し，その後も大阪府との間で同様の契約を締結して，同契約に基づき，上記敷地
を使用していた（甲７）。



      エ　昭和３３年，α会館は，本件土地Ａの北側の大阪府が所有する別紙物件
目録記載１及び２の各土地のうち別紙図面１において２号物件と記載された部分
（地積２４０７．２２平方メートル。以下「本件土地Ｂ」という。）上に増築さ
れ，昭和４５年には新館棟の増築が行われ，同会館の建物は区分所有建物となり，
そのうち本件土地Ｂ上に増築された部分は，大阪府が区分所有することとなった。
なお，α会館ホテルは，昭和３４年にはβホテルと，昭和４３年にはγホテルとそ
れぞれ改称された（甲４，丙１，１９）。
      オ　昭和４５年４月１日，大阪府は，協会との間で，α会館敷地９２７４．
８５平方メートル及び同会館のうち上記大阪府区分所有部分（延床面積７８８６．
１８平方メートル）の各物件を，土地使用目的を同会館敷地，貸付期間を同日から
昭和５０年３月３１日までとするなどの約定で，有償で貸し付ける旨の府有財産貸
付契約を締結した。協会は，その後も５年ごとに大阪府と上記同様の契約を締結
し，同契約に基づき，上記各物件を使用していた（甲８）。
      カ　α会館の老朽化に伴い，同会館の建て替えによる新ホテル建設事業につ
いて検討していた協会は，住友生命保険相互会社（以下「住友生命」という。），
株式会社大和銀行（以下「大和銀行」という。）並びに協会及び大和銀行が出資し
て設立した大阪コクサイホテル企画株式会社との間において，平成９年２月２６日
付けで，同事業の基本となる事項について協定を締結し，同年７月ころから平成１
０年３月ころにかけて，同会館のうち上記協定に基づく建て替え後の新ホテル建設
予定地であった本件土地Ｂ上にある部分につき，解体工事を行った。その結果，同
会館は，協会所有部分を別紙物件目録記載３のとおりとする区分所有建物（以下，
この協会所有部分を「本件建物」という。）となった（甲４，丙１，６，１９）。
      キ　大阪府は，平成１０年４月１日，協会との間で，次の約定により，本件
土地Ａを協会に賃貸する旨の賃貸借契約（以下「本件賃貸借契約」という。）を締
結した（甲９）。
        (ア)　使用目的　　　γホテルの敷地
        (イ)　賃貸借期間　　平成１０年４月１日から平成１５年３月３１日まで
        (ウ)　賃貸料等　　　次の貸付料及び負担金の合計額
          ａ　本件土地Ａのうち３５９１．０３平方メートル部分についての貸付
料（年額）
            (ａ)　平成１１年３月３１日まで　　１億１７０８万３３００円
            (ｂ)　平成１２年３月３１日まで　　１億１１２２万９２００円
            (ｃ)　平成１３年３月３１日まで　　１億０５６６万７８００円
            (ｄ)　平成１４年３月３１日まで　　１億００３８万４５００円
            (ｅ)　平成１５年３月３１日まで　　　　９５３６万５３００円
          ｂ　本件土地Ａのうち２４００．７５平方メートル部分についての負担
金
            　国有資産等所在市町村交付金及び納付金に関する法律に基づき大阪
府が当該年度に大阪市に交付する国有資産等所在市町村交付金に相当する額
      ク　γホテルの経営は，バブル経済の崩壊後，長引く景気低迷による法人需
要の低下やホテルの開業ラッシュに伴う競争激化などの影響を受け，平成５年度以
降連続して経常赤字となり，平成９年度決算における当期損失額は６億０７７６万
４８５９円，累積欠損金は１６億５７２２万５０６４円，銀行等からの短期借入金
は２７億２０００万円に達していた。そのため，大阪府の主導の下，前記の新ホテ
ル建設事業スキームの見直し等の協議が行われ，協会も，平成１０年９月，平成１
１年度に収支均衡を図ることを目標とする経営健全化計画を策定したが，同月以降
も売上げ及び収益が予測を下回り，住友生命及び大和銀行も同事業からの撤退を表
明したため，同年１１月，同事業は最終的に断念されるに至った（丙１，８，２９
ないし３３）。
      ケ　同月，協会は，平成１０年度限りでγホテルの営業を終了して清算手続
に移行することとし，平成１１年１月１９日に開かれた協会の理事会において，協
会の事業を平成１０年度内で終了し，解散に向けて準備作業に入る旨の方針が決定
され，平成１１年４月３０日，協会は，通商産業大臣から解散の許可を受けた。そ
の後，清算手続が行われ，協会は，平成１２年４月７日，通商産業大臣から残余財
産の処分の許可を受け，同月１０日，残余財産３億５６９５万７８６７円を協会と
類似の目的を有する財団法人大阪中小企業振興センターに寄付し，清算を結了し
た。なお，協会の平成１０年度決算における協会の当期損失額は１８億００６０万
５１７４円，累積欠損金は３４億５７８３万０２３８円であった（甲５，丙１，７



ないし９，１２，１３）。
    (3)　本件立退補償契約の締結
      ア　平成１１年１月１９日の協会理事会において権限の委任を受けた被告ｅ
は，同月２０日，大阪府に対し，協会を代表して，協会が本件賃貸借契約に基づき
大阪府から借り受けている本件土地Ａの上に存する借地権（以下「本件借地権」と
いう。）付きの本件建物を，協会から買い取るよう求める旨の申入れ（以下「本件
買取申入れ」という）をした（甲１５，丙９）。
      イ　同年２月１９日，大阪府議会平成１１年２月定例会において，平成１０
年度不動産調達特別会計歳出予算のうち（款）不動産調達費－（項）公共用地先行
取得費－（目）公共用地先行取得費－（節）補償，補填及び賠償金の支出科目への
５１億４０１２万８０００円の都心型新産業育成拠点整備関連事業費の追加計上を
含む補正予算（以下「本件補正予算」という。）が提出された（甲１３）。
      ウ　本件補正予算は，平成１１年３月１２日の大阪府議会本会議において可
決され，大阪府議会の議決を経た。
      エ　被告ａは，同月１９日，平成１１年訓令第１９号による改正前の大阪府
事務決裁規程３条１９号に基づいて，本件立退補償契約の締結を専決し，大阪府
は，同日，協会との間で，次の約定により，本件立退補償契約を締結した（甲１
４，２９，丙２２，４５）。
        (ア)　本件賃貸借契約を同月３１日をもって解約する。
        (イ)　大阪府は，(ア)の解約に伴い，協会が本件土地Ａから立ち退き，本
件土地Ａを大阪府に返還するに当たり，本件建物及びこれに付随する本件借地権の
補償金として，５１億４０１２万８０００円を協会に支払う。
        (ウ)　協会は，(ア)の解約日までに，本件土地Ａからの立退き及びその返
還を行い，大阪府は，協会から，本件建物を含む現有有姿（「現状有姿」の趣旨か
と思われるが，契約書の文言を用いる。）により，本件土地Ａの返還を受ける。
        (エ)　協会は，(ウ)の返還に当たっては，本件建物に所有権の行使を妨げ
る権利が存在するときは，これを消滅させ，かつ，その権利に係る登記があるとき
は，これを抹消しなければならない。
        (オ)　大阪府は，契約締結後，協会からの請求に基づき，速やかに，上記
補償金の一部として，３５億９８００万円を協会に支払い，本件土地Ａの返還を受
けた後，協会からの請求に基づき，残額を支払う。
        (カ)　本件建物の所有権は，(ウ)の返還を完了した時をもって，大阪府に
移転する。
        (キ)　大阪府は，本件建物の所有権移転後，直ちに本件建物の所有権移転
登記を嘱託する。
      オ　現在に至るまで，大阪府議会において，本件立退補償契約につき，本件
補正予算とは別個の独立した議案としての議決はされてはいない（弁論の全趣
旨）。
    (4)　本件各支出
      ア　協会は，大阪府に対し，平成１１年３月１９日付け請求書で，本件立退
補償契約に基づき，補償金の一部として，３５億９８００万円を請求した（甲１
９）。
      イ　大阪府副出納長ｇは，同月２６日，同年４月２８日改正前の大阪府会計
事務決裁規程８条１項に基づき，本件立退補償契約に基づく補償金の一部である３
５億９８００万円の前金払の方法による支出（以下「本件前金払」という。）を代
決し，大阪府は，同年３月２６日，協会に対し，本件立退補償契約に基づく補償金
の一部として，本件前金払をした（甲１９，乙１，丙４５）。
      ウ　同月３１日，協会は，大阪府に対し，本件建物内のテナントに明渡しを
まだ承諾していないものがあるため，本件立退補償契約に基づく同日までの本件土
地Ａからの立退き及びその返還が困難な状況となったとの理由で，上記立退き及び
返還の期限を３か月程度猶予するよう申し入れた（甲２１）。
      エ　被告ａは，同日，前記大阪府事務決裁規程３条１９号に基づいて，協会
に対し上記立退き及び返還の期限を同年６月３０日まで猶予することを専決し，大
阪府と協会は，同年３月３１日，その旨の協議書を作成した（甲２０，２１，２
３，３０）。
      オ　協会は，同年６月３０日までに，本件立退補償契約に基づき，本件土地
Ａからの立退き及び大阪府への本件土地Ａの返還を完了した（甲２６）。
      カ　大阪府は，同日，大阪法務局に対し，登記原因を「平成１１年６月３０



日売買」として，本件建物の所有権移転登記の嘱託（同法務局同日受付第１８１８
４号）をした（甲４，２４，２５）。
      キ　協会は，大阪府に対し，同年７月１日付け請求書で，本件立退補償契約
に基づき，補償金の残額１５億４２１２万８０００円を請求した（甲２８）。
      ク　ｇは，同年７月９日，同年４月２８日改正後の大阪府会計事務決裁規程
８条１項に基づき，本件立退補償契約に基づく補償金の残額１５億４２１２万８０
００円の支出を代決し，大阪府は，同年７月９日，協会に対し，上記支出をした
（甲２７，乙２）。
    (5)　本件売買契約
      　平成１３年５月１７日，大阪府は，大阪府市町村職員共済組合（以下「共
済組合」という。）との間で，本件土地Ａ及び本件土地Ｂとほぼ同一の土地である
別紙物件目録記載４及び５の各土地（別紙図面２記載の土地。以下「本件土地Ｃ」
という。）を，売買代金３６億６８６４万５０００円で共済組合に売却する旨の府
有財産売買契約（以下「本件売買契約」という。）を締結した（甲３５）。
    (6)　監査請求等
      ア　原告ら外３３名は，本件立退補償契約の締結及び本件各支出は違法・不
当である旨主張して，平成１２年３月１６日，大阪府監査委員に対し，住民監査請
求をした（甲１，２）。
      イ　大阪府監査委員は，上記原告ら外３３名に対し，同年５月１１日付けで
原告らの上記主張は認められない旨の監査結果を通知した（甲３）。
      ウ　原告らは，同年６月１日，本件訴えを提起した。
  ２　争点及び当事者の主張
    (1)　本件立退補償契約の締結及び本件各支出の違法性の有無
      ア　必要性の有無について
        （原告らの主張）
        (ア)　協会は，事業収益が年々減少し，平成９年度決算において１６億円
を超える損失を出し，１３億円の債務超過状態となった。破たんを回避する方策と
してのγホテルの建て替えも，住友生命及び大和銀行が事業から撤退することで頓
挫した。しかし，大阪府は，協会にα会館敷地を無償貸与したり，相場より安い賃
料で貸与し，また協会への補助金，人的派遣，γホテルの積極的利用による事業収
益への貢献などによって，協会を支援してきたといえるから，協会の破たんに対し
て責任を負わなければならない理由はなかった。
        (イ)　また，本件立退補償契約及び本件各支出は，清算を前提とした協会
からの本件買取申入れを受けてされたものであるところ，本件建物は，住友生命や
大和銀行なども手を出さない譲渡性の薄いものであり，建て替えなければならない
ほど価値の低いものであったのだから，協会としては，速やかに本件賃貸借契約を
解約して本件建物を明け渡す必要があった。仮に協会が本件建物に譲渡価値がある
と思っていたのであれば，大阪府としては，協会から賃料を受領し，本件建物の譲
渡について承諾するか否かの判断をするだけでよかったのであり，本件建物を積極
的に買い取る必要はなかった。
        (ウ)　さらに，仮に本件立退補償契約が締結されなかった場合，協会の退
職金債務や借入金債務が支払不能となり，本件建物に設定された抵当権が実行され
ることとなったと考えられるが，協会の清算手続においては任意売却の可能性も残
されていたし，競売となったとしても大阪府が落札することはできた上，第三者が
落札しても大阪府と協会との特殊な賃貸借契約は落札者を拘束するし，引き続き賃
料も支払われることとなっていたのであるから，大阪府にとって何ら不都合はなか
った。
        (エ)　被告ら及び参加人は，δ地区をマイドームおおさか，大阪商工会議
所及びγホテルによる三位一体のコンベンションゾーンとして位置づける旨の都心
型新産業育成拠点整備構想（以下「整備構想」という。）を本件立退補償契約の締
結及び本件各支出の大義名分として主張する。しかし，大阪商工会議所は大阪市内
の商工業者の団体であって，そのために大阪府が巨額の公金を支出する必要はな
い。また，三位一体のコンベンションゾーンとは，企業の会合に便利なように会議
場と宿泊施設の接近を図るというものであるところ，δ地区に限って会議場と宿泊
施設を接近させる必要はないし，仮にその必要があるとしても，マイドームおおさ
か近辺には幅広い料金価格のホテルが幾多も存在している。このように，整備構想
は，大阪府において安易に巨額の公金を支出する必要のあるようなものとは考えら
れない。



        (オ)　したがって，本件立退補償契約の締結及び本件各支出は，全く不必
要なものであり，地方自治法（平成１１年法律第８７号による改正前のもの。以
下，同改正前の地方自治法を「法」という。）２条１２項，地方財政法２条，４条
に反し，違法である。
        （被告ら及び参加人の主張）
        (ア)　大阪府は，協会から本件買取申入れを受けたものの，本件建物のホ
テル用建物という特殊性とその老朽化の点から，何らかの公用又は公共の用に供す
るあてもその他の利用に供するあてもなかったため，不要な公有財産の取得となる
買取りに応じることはできなかった。
          　しかし，γホテルの建替計画が断念された後においても，δ地区の産
業振興機能を維持充実させていくためには，同地区に新しいホテルが是非とも必要
であった。そこで，被告らは，大阪府以外の事業者の手による整備構想の実質的な
実現を図るため，売却の際に支障となる協会の借地権をあらかじめ消滅させ，本件
土地Ａの売却も含めた多様な手法による土地の活用が図れるよう，公共事業におけ
る損失補償に準じて，本件土地Ａの明渡しに対する適正な補償を行ったものであ
る。
        (イ)　なお，仮に，大阪府が本件買取申入れに応じなければ，協会として
は，資産である本件建物を第三者に譲渡して換価することになり，大阪府が譲渡の
承諾を拒否した場合には，協会は，平成３年法律第９０号による廃止前の借地法
（以下「旧借地法」という。）９条ノ２の規定に基づき，裁判所に対して，大阪府
の承諾に代わる許可を求めることになったと考えられる。しかし，裁判所の許可を
得て第三者が本件土地Ａの借地権付きの本件建物を取得した場合，当該第三者の手
により，老朽化した本件建物の建て替えが行われるかどうか，マイドームおおさか
等に対する宿泊，宴会，レストランなどの十分な支援ができるホテル機能が維持さ
れるかどうかは不確実であり，整備構想の実現が阻害されるおそれがあった。
        (ウ)　このように，本件立退補償契約の締結及び本件各支出は，整備構想
の実現という公益目的の達成のために必要かつ適切な施策判断によるものであり，
何ら違法な点はない。
      イ　補償金額が適正か否かについて
        （原告らの主張）
        　本件立退補償契約における補償金額５１億４０１２万８０００円は，本
件借地権価格と本件建物価格の合計額であるところ，それぞれについて，鑑定評価
に付された公正な価格との体裁がとられているが，その根拠は薄弱というほかな
く，価格を不当に高く設定するものであるから，違法である。
        (ア)　本件借地権価格について
          　本件訴訟において提出されている株式会社谷澤総合鑑定所（以下「谷
澤総合鑑定所」という。）及び大和不動産鑑定株式会社（以下「大和不動産」とい
う。）の各鑑定評価書等は，いずれも本件借地権価格を算出するに当たり，本件土
地Ａの更地価格として正常価格を算出している。しかし，正常価格とは，市場性を
有する不動産について，合理的な市場で形成されるであろう市場価値を表示する適
正な価格をいうところ，本件の場合には，協会は，γホテルを閉鎖し，清算するこ
とになっていたのであるし，大阪府とは別個独立の法人格を有していたものの，設
立及びその後の運営において，大阪府から人的にも物的にも大きな支援を受け，実
質的には大阪府が運営を行ってきたのであり，このような両者の関係によれば，立
退補償の価格として正常価格を求めることは適切ではなく，限定価格が求められる
べきであった。
          　そして，谷澤総合鑑定所及び大和不動産が平成１３年４月１９日付け
で作成した各鑑定評価書によれば，本件土地Ａないし本件土地Ｃの更地価格が平成
１１年１月時点から平成１３年４月時点にかけて急激に下落していることを考慮す
ると，平成１１年１月時点の上記更地価格は，正常価格としても高すぎるのであ
り，本件当事者間の特殊性を考慮した限定的な価格を算出すれば，更に低額なもの
となっていたといえる。
          　また，本件賃貸借契約が，当初は無償の貸与であり，その後賃貸借に
なっても，地代は低額に抑えられ，保証金等は差し入れられていなかったという事
情を考慮すれば，借地権割合は上記各鑑定評価よりも低く算出されるべきである。
        (イ)　本件建物の価格について
          　本件建物は取り壊されることを前提とされていたにもかかわらず，価
値のあるものと評価され，本件立退補償契約における補償金額に含められているの



は不当である。百歩譲って，大阪府の好意による本件借地権及び本件建物の立退補
償を認めるとしても，本件建物を取り壊すことを前提とする以上，本件借地権価格
から本件建物撤去費用を差し引いた価格を補償金額とすべきであった。
        （被告ら及び参加人の主張）
        (ア)　本件立退補償契約における補償金額は，本件賃貸借契約を合意解約
するに際して，協会が本件土地Ａを明け渡すことに対し，適正な額を補償したもの
であり，その内容は，本件借地権価格と本件建物価格を合算したものである。
          　本件借地権価格の算定に当たっては，大阪府が公共事業における損失
補償の際に行う一般的な手法に則り，不動産鑑定会社２社から鑑定評価を取り，そ
の中間額を，大阪府附属機関条例１条の規定により設置され，庁外の有識者等によ
って構成される大阪府財産評価審査会に諮問して，その答申を受けているところ，
上記各鑑定評価は，地価公示価格や付近取引事例を基に本件土地Ａ上に標準画地を
設定して更地価格を査定し，それに借地権割合を乗じる割合方式や，賃料を資本還
元して価格を求める賃料差額還元法などの手法により行われている。
          　また，本件建物価格の算定については，上記不動産鑑定会社１社から
鑑定評価を取り，これを時点修正した評価価格を大阪府財産評価審査会に諮問し
て，適正価格として答申を受けているところ，上記鑑定評価は，本件建物の再調達
原価に経年及び観察の減価修正を施す手法により正常価格を求めている。
          　なお，本件の場合，価格の上限ないし下限について評価する必要があ
る売却や購入の場合と異なり，協会の資産に対する適正な補償価格を求めるため
に，大阪府財産評価審査会に諮問し，答申を得たものであり，上記補償金額は，適
正な手続に基づく適正な額である。
        (イ)　原告らは，本件土地Ａの借地権価格を算定するに際しては，その正
常価格ではなく限定価格を求めるべきである旨主張する。しかし，本件立退補償契
約は，上記のとおり，δ地区における産業振興機能の維持・充実を目的として，γ
ホテルに代わる新たなホテル機能の確保を図るべく，協会が有する本件借地権を消
滅させるために，公共事業における補償に準じて締結したものであるところ，補償
における適正価格は，相手方の有する資産に対する適正な対価によるべきものであ
り，適正な対価とは，合理的な市場で形成されるであろう市場価値にほかならない
のであって，その価格の算定に当たっては，相手方を大阪府に限定して考えるべき
ものではない。求めるべき価格は限定価格ではなく，正常価格である。
      ウ　本件立退補償契約の締結について大阪府議会の議決を経ていないことに
ついて
        （原告らの主張）
        (ア)　大阪府議会の議決を要する契約，財産の取得及び処分並びに重要な
公の施設に関する条例（以下「議決条例」という。）２条に規定する不動産の「買
入れ若しくは売払い」とは，民法５５５条に定める売買の実質を持つものをいうと
解される。そして，本件立退補償契約においては，協会が大阪府に対し本件建物所
有権の移転義務を負っている上，５１億４０１２万８０００円という補償金額は本
件借地権価格と本件建物価格との合算額であり，本件建物の対価を含んでいること
が明らかである。したがって，本件立退補償契約は，その名称及び契約書中の文言
こそ「立退補償」とされているが，実質的には売買の性質を含むものというべきで
あり，その締結は，議決条例２条に規定する不動産の「買入れ」に該当する。よっ
て，本件立退補償契約の締結には，法９６条１項８号，議決条例２条により，大阪
府議会の議決が必要である。
        (イ)　法２条１５項，１６項によれば，法９６条１項で要求された議会の
議決を経ない地方公共団体の長の行為は無効である（最高裁判所昭和３５年７月１
日第二小法廷判決・民集１４巻９号１６１５頁）。したがって，大阪府議会の議決
を経ていない本件立退補償契約は無効であり，本件立退補償契約の締結及びこれに
基づく本件各支出は違法である。
          　参加人は，本件補正予算の議決によって本件立退補償契約の締結に必
要な議決もされていると解すべきである旨主張するが，本件補正予算の議決におい
て，本件建物の所有権が大阪府に移転することが独立して審議の対象とされていた
わけではなく，かかる本件補正予算の議決をもって，法９６条１項に規定する議決
の不存在という瑕疵を治癒することはできない。
        （被告らの主張）
        (ア)　法９６条１項８号，地方自治法施行令（平成１２年政令第５５号に
よる改正前のもの。以下，同改正前の地方自治法施行令を「令」という。）１２１



条の２第２項，同別表第二の定めを受けた議決条例２条は，不動産の「買入れ」を
大阪府議会の議決事項としているが，取引の安全を重視する観点及び重要事項につ
いて団体意思の完成に議会の議決を要求しつつ制限列挙主義を採用する法９６条１
項の趣旨によれば，上記各規定の文言は文理的に解釈されるべきであるから，議決
条例２条に規定する不動産の「買入れ」とは売買をいうものと解すべきであって，
安易に拡張的に解釈することはできない。
          　また，仮に「買入れ」は売買と実質的に同視されるものを含むとの拡
張解釈を容れる余地があるとしても，それは，地方公共団体の長及びその直接の取
引の相手方が議会の議決を潜脱するために売買と実質的に同視されるものをあえて
「買入れ」と異なる形式とした場合などに限定されるべきである。本件買取申入れ
に対して大阪府が立退補償で応じたのは，本件借地権の消滅が目的であったにすぎ
ず，本件補正予算について大阪府議会の議決を経ていることからしても，議会の議
決を潜脱することを目的としていたのでないことは明らかである。
          　したがって，本件立退補償契約の締結は「買入れ」に当たらない。
        (イ)　また，法９６条１項本文に規定する議会の議決を欠いた行為の私法
上の効力については，原則は無効であるが，善意の第三者との関係においては有効
と解される（最高裁判所昭和３５年７月１日第二小法廷判決・民集１４巻９号１６
１５頁）。そして，仮に本件立退補償契約が「買入れ」に該当し，大阪府議会の議
決を経ていないために原則として無効となるとしても，協会は本件立退補償契約の
締結に議会の議決を要することについて善意であり，かつ，そのことについて過失
もないことは明らかであるから，本件立退補償契約は，協会との関係において有効
である。
        （参加人の主張）
        (ア)　法９６条１項８号が想定する議会の議決を要する公有財産の取得と
は，当該地方公共団体において，行政財産又は普通財産として，行政活動に資する
ことを前提に管理運用することを予定して取得することであり，使用する目的のな
い取り壊し予定の建物の一時的な所有権移転は，これに当たらない。そして，本件
立退補償契約は，公共事業における損失補償基準に準じて，本件借地権の消滅及び
本件土地Ａの明渡しに対する適正な補償を行ったものであって，本件借地権付きの
本件建物を公有財産とする目的で買い取ったものではないから，議決条例２条にい
う不動産の「買入れ」には当たらず，議会の議決を要しない。また，本件立退補償
契約による本件建物の所有権の移転が不動産の「買入れ」に当たると解すること
は，本件買取申入れへの対応についての大阪府の意思形成過程における検討経過
や，本件補正予算に対する議会の審議結果を無視するものであり，契約当事者の意
思をも無視するもので契約自由の原則からも許されない。
        (イ)　また，本件立退補償契約による本件建物所有権の移転について，仮
に議会の議決が必要であるとしても，本件においては，実質的に議会の議決がされ
ているといえる。
          　すなわち，法９６条１項８号，議決条例２条の各規定による議会の議
決は，不動産の買入れに要する予算の議決とは別に不動産の買入れに係る議案を議
会に提出して議決を得ることが通常必要である。しかしながら，個別の不動産取得
の議案に対する議決がされていなくとも，議会において取得の必要性及び妥当性に
ついて十分審議され，取得に必要な歳入歳出項目を含む予算に対して議決がされて
おれば，公有財産の取得に必要な議決がされたものと解すべきである。そして，本
件では，平成１１年２月定例府議会に本件補正予算が上程され，同年２月２３日か
ら２４日までの本会議及び同年３月３日から９日までの商工農林常任委員会におけ
る審議の中では，立退補償の結果として本件建物所有権が大阪府に移転すること及
び本件建物をγホテル跡地の購入者において撤去してもらうという取扱いの説明が
され，また，補償金額における本件借地権価格相当額が約３３億７０００万円，本
件建物価格相当額が約１７億７０００万円であることも明らかにされており，大阪
府議会もこれを認識・理解し，本件立退補償契約締結の必要性及び妥当性について
十分な審議をした上で本件補正予算を議決している。したがって，本件補正予算の
議決により，本件建物の取得に必要な議決もされている。
      エ　本件前金払について
        （原告らの主張）
        　本件前金払は，前金払が許される場合に該当しない点においても違法で
ある。すなわち，法２３２条の５第２項，令１６３条に前金払が許される場合につ
いての定めがあるが，本件の場合，本件立退補償契約は請負ではなく，協会が本件



建物を他に移転するわけでもない。本件前金払は，本件建物の価格の約２倍に当た
る金額を支払うものであるから，移転料に該当せず，前金払のできる経費にも該当
しない。被告ら及び参加人は，本件立退補償契約が立退補償であることを前提に，
本件前金払の必要性を主張するが，法律に適合した前金払でなかったことは明らか
である。
        （被告ら及び参加人の主張）
        (ア)　地方公共団体における前金払については，法２３２条の５第２項の
規定を受けて，令１６３条１号から７号までに具体的に前金払できる経費が定めら
れ，８号において「前各号に掲げるもののほか，経費の性質上前金をもって支払を
しなければ事務の取扱いに支障を及ぼすような経費で普通地方公共団体の規則で定
めるもの」と定めている。上記規定を受けて，大阪府においては，大阪府財務規則
４６条において，土地又は家屋の買入れ又は借入れに要する経費（１号），府営住
宅の建て替え等により，家屋又は物件の除去又は移転を必要とする場合における借
家人補償費，造作等除去補償費等の経費（２号）が前金払のできる経費として定め
られている。ところで，上記各規定は，令１６３条列挙の経費以外に，前金払でき
るすべての経費を限定的に列挙したものではなく，通常前金払が必要とされている
経費を定めているものと解すべきである。すなわち，令及び大阪府財務規則に列挙
されていない経費であって，事務の性質上前金払でなければ処理できない経費につ
いて，一切前金払が許されないとするならば，地方公共団体の事務処理に著しい支
障を来すこととなるからである。したがって，令及び大阪府財務規則に列挙された
経費以外の経費であっても，地方公共団体の事務処理において，事務の性質上前金
払でなければ処理し難い場合は，法及び令の趣旨を逸脱しない範囲内において，当
該地方公共団体の規則に定める手続に則り，例外的に前金払を定めて処理すること
ができるものと解すべきであり，大阪府財務規則１７９条においても，「会計事務
について，この規則の定めにより難いときは，知事が別に定めることができる」と
定められている。
        (イ)　本件立退補償契約において，協会は，平成１１年３月３１日まで
に，本件建物に所有権の行使を妨げる権利が存在するときは，これを消滅させ，か
つ，その権利に係る登記があるときはこれを抹消して，本件土地Ａからの立退き及
び本件土地Ａの返還を行い，本件建物を現有有姿のまま大阪府に引き渡さなければ
ならなかったところ，大阪府が協会から本件土地Ａの明渡しを円滑に受けるために
は，①協会が，本件建物に根抵当権を有していた大和銀行等からの借入金を同日ま
でに返済して，当該根抵当権設定登記を抹消しておかなければならず，②本件建物
内のテナント５店舗に支払う立退補償金が必要であり，③解雇される従業員に対す
る退職金の支給原資を確保し，その支給時期を明確にする必要があった。このよう
に，本件立退補償契約の締結及びその円滑な履行のためには，大阪府において協会
が必要とする金額の前金払をする必要があった。そして，前記のとおり，本件立退
補償契約は，公共事業による補償に準じ，協会の本件土地Ａからの立退きに対し
て，その資産である借地権の価値に対する補償を行うものであるところ，令１６３
条４号は「土地又は家屋の買収又は収用によりその移転を必要とすることとなった
家屋又は物件の移転料」について前金払を認めており，また，大阪府財務規則４６
条２号も，府営住宅における明渡し補償について前金払を認めており，本件前金払
に係る補償金は，上記両規定における経費と同一の性格の経費であることから，同
規則１７９条の規定に基づき，同規則４６条の規定の特例を定めて本件前金払が行
われた。
        (ウ)　したがって，本件前金払は，法，令及び大阪府財務規則に定められ
た前金払の規定に反するものでも，前金払制度の趣旨を逸脱したものでもなく，適
法かつ適正な前金払である。
    (2)　被告らの責任
      （原告らの主張）
      ア　当該職員としての責任
        　被告ａ，同ｂ及び同ｃは，次のとおり，当該職員としての責任を負う。
        (ア)　被告ａは，大阪府副知事及び協会常務理事の役職に在ったのである
から，利益相反取引ともいうべき本件立退補償契約の締結に際し，その必要性及び
適法性について慎重な吟味を行うべき注意義務があったのに，弁護士等の専門家の
指導・助言を受けるなどして慎重な吟味を行った形跡は見当たらず，被告ａには著
しい注意義務違反がある。被告ａは，違法な本件立退補償契約の締結を専決したの
であるから，当該職員としての責任を負う。



        (イ)　被告ｂは，大阪府知事及び協会会長の役職に在ったのであるから，
利益相反取引ともいうべき本件立退補償契約の締結に際し，その必要性及び適法性
について慎重な吟味を行い，副知事以下の大阪府職員の行為について監督すべき注
意義務があったのに，弁護士等の専門家の指導・助言を受けるなどして慎重な吟味
を行った形跡は見当たらず，被告ｂには著しい注意義務違反がある。被告ｂは，本
件立退補償契約の締結について本来的に決裁権限を有する者であるから，当該職員
としての責任を負う。
        (ウ)　被告ｃは，大阪府出納長及び協会監事の役職に在ったのであるか
ら，利益相反取引ともいうべき本件立退補償契約の締結及びこれに基づく本件各支
出の必要性及び適法性について慎重な吟味を行い，ｇによる本件各支出の代決を差
し止めるべき注意義務があったのに，弁護士等の専門家の指導・助言を受けるなど
して慎重な吟味を行った形跡は見当たらず，被告ｃには著しい注意義務違反があ
る。被告ｃは，本件各支出について本来的に権限を有する者であるから，当該職員
としての責任を負う。
      イ　怠る事実の相手方としての責任
        　被告らは，次のとおり，違法な本件立退補償契約の締結及びこれに基づ
く本件各支出に共同して関与し，過失により大阪府に対し後記の損害を与えたので
あるから，大阪府は，被告らに対し，共同不法行為に基づく損害賠償請求権を有し
ているところ，参加人は上記損害賠償請求権の行使を違法に怠っており，被告らは
怠る事実の相手方としての責任を負う。
        (ア)　被告ａは，大阪府副知事及び協会常務理事として，平成１１年１月
１９日に大阪府に対し本件買取申入れを行うこと等を決めた協会理事会の決議に参
加し，「（財）協会との立退補償契約の締結及び補償金の支出について（伺い）」
と題する文書及び「立退補償契約に基づく協議書の締結について（伺い）」と題す
る文書を決裁するなどした。
          　前記のとおり，被告ａには上記各行為について著しい注意義務違反が
ある。
        (イ)　被告ｂは，大阪府知事及び協会会長として，協会理事会の上記決議
に参加し，本件立退補償契約の締結について，大阪府議会本会議及び同商工農林常
任委員会における答弁を行った。
          　前記のとおり，被告ｂには上記各行為について著しい注意義務違反が
ある。
        (ウ)　被告ｃは，大阪府出納長として，本件立退補償契約の締結が議会の
議決を経ていないことを知りながら，「（財）国際見本市協会との立退補償契約の
締結及び補償金の支出について（伺い）」と題する文書を決裁した。
          　前記のとおり，被告ｃには上記各行為について著しい注意義務違反が
ある。
        (エ)　被告ｄは，大阪府商工部長及び協会常務理事として，協会理事会の
上記決議に参加し，「（財）国際見本市協会との立退補償契約の締結及び補償金の
支出について（伺い）」と題する文書及び「立退補償契約に基づく協議書の締結に
ついて（伺い）」と題する文書を決裁したほか，「（財）国際見本市協会関係参考
資料の送付について」と題する同月２１日付けの大阪府議会議員あて文書を作成
し，本件立退補償契約の締結について，大阪府議会商工農林常任委員会における答
弁などを行った。
          　被告ｄは，上記各役職に在ったのであるから，上記各行為に際し，利
益相反取引ともいうべき本件立退補償契約の必要性及び適法性について慎重な吟味
を行うべき注意義務があったのに，弁護士等の専門家の指導・助言を受けるなどし
て慎重な吟味を行った形跡は見当たらず，むしろ，法的問題点について十分な検討
をしないまま積極的に上記各行為により本件立退補償契約の締結を進めてしまって
いる。したがって，被告ｄには著しい注意義務違反がある。
        (オ)　被告ｅは，大阪府理事及び協会常務理事として，協会を代表して本
件買取申入れ及び同年３月３１日付け協議書の締結などを行った。
          　被告ｅは，上記各役職に在ったのであるから，上記各行為に際し，利
益相反取引ともいうべき本件立退補償契約の必要性及び適法性について慎重な吟味
を行うべき注意義務があったのに，弁護士等の専門家の指導・助言を受けるなどし
て慎重な吟味を行った形跡は見当たらない。したがって，被告ｅには著しい注意義
務違反がある。
        (カ)　被告ｆは，大阪府商工部新産業課長として，「（財）国際見本市協



会関係参考資料の送付について」と題する同年１月２１日付けの大阪府議会議員宛
て文書の作成に関与し，本件立退補償契約の締結についての大阪府議会商工農林常
任委員会における答弁，「登記嘱託書の作成について（伺い）」と題する文書の決
裁などを行った。
          　被告ｆは，上記役職に在ったのであるから，上記各行為に際し，利益
相反取引ともいうべき本件立退補償契約の必要性及び適法性について慎重な吟味を
行うべき注意義務があったのに，弁護士等の専門家の指導・助言を受けるなどして
慎重な吟味を行った形跡は見当たらず，むしろ，法的問題点について十分な検討を
しないまま積極的に上記各行為により本件立退補償契約の締結を進めてしまってい
る。したがって，被告ｆには著しい注意義務違反がある。
      （被告らの主張）
      ア　被告ａは，本件買取申入れに対し，売買契約の形式で応じるか，立退補
償の形式で応じるかについて内部で慎重な検討を重ねた末に後者の選択をするに至
ったものであり，本件補正予算について大阪府議会の議決を経ていることにかんが
みても，上記選択のプロセスに何らの注意義務違反はない。
      イ　被告ｂの責任は，指揮監督上の義務に違反し，故意又は過失により被告
ａによる本件立退補償契約の締結の専決を阻止しなかった場合にのみ生じるにすぎ
ないところ，被告ａの上記判断はおよそ一見して不合理とは考えられず，同被告に
対して行うべき何らの監督・指導は想定できないから，被告ｂに注意義務違反はな
い。
      ウ　被告ｃは，指揮監督上の義務に違反し，故意又は過失によりｇによる本
件各支出の代決を阻止しなかった場合にのみ責任を負うにすぎないところ，本件補
正予算について大阪府議会の議決を経ている以上，上記の指揮監督上の義務に違反
してｇによる本件各支出の代決を阻止しなかったという意味での故意又は過失は存
在しない。
      エ　その余の被告らの責任に関する原告らの主張は争う。
    (3)　損害
      （原告らの主張）
      　被告らの違法な財務会計行為又は不法行為がなければ，本件立退補償契約
に基づく５１億４０１２万８０００円もの本件各支出はあり得なかったであろうか
ら，本件における大阪府の損害額は，５１億４０１２万８０００円となるというべ
きである。
      　なお，仮に本件立退補償契約を締結する必要が認められ，それ自体が違法
といえないとしても，前記のとおり，本件立退補償契約の締結に際しては大阪府議
会の議決という必要な手続を欠いていることが明らかであるから，少なくとも本件
建物価格相当分の１７億６９２４万９０００円が大阪府の損害となる。
      （被告らの主張）
      　前記のとおり，本件立退補償契約は有効で，かつ，補償金額は正当であ
り，それが不当に低廉であるなどの事情は一切ないから，本件では大阪府に何らの
損害も生じていない。
第３　当裁判所の判断
  １　本件立退補償契約の締結及び本件各支出の違法性の有無（争点(1)）について
    (1)　認定事実
      　前記前提事実に加え，証拠（後掲）及び弁論の全趣旨によれば，本件立退
補償契約の締結に至る経緯について，次の各事実が認められる。
      ア　大阪府商工部新産業振興課は，昭和６２年ころ，γホテルの北東側隣接
地に大規模な展示場，会議室等を備えた，中小企業の振興等を目的とする施設であ
るマイドームおおさかが建設され，同ホテル，マイドームおおさか及びこれらに隣
接する大阪商工会議所が通路により連結されて以来，マイドームおおさか及び大阪
商工会議所の展示，会議等を伴う催事を開く機能と，同ホテルの有する催事の参加
者に対し宿泊，宴会，飲食等を提供する機能とが三位一体の関係にあるとして，上
記３施設の所在するδ地区を「都心型新産業育成拠点区域」と捉え，同ホテルとこ
れに隣接する大阪府商工会館の建て替えを機に，同地区においてデザイン等の新た
な産業の育成拠点を整備し，大阪府下の産業振興の拠点を形成する旨の整備構想を
有していた。大阪府の上記整備構想の一環としての新ホテル整備構想を踏まえ，平
成４年１０月には，協会，大阪府が中心となり住友生命，大和銀行の参画の下，産
業支援型ホテル整備推進協議会が設置され，平成５年５月には，新ホテル建設の基
本計画策定や事業手法の検討等を行うため，協会と大和銀行の出資に係る大阪コク



サイホテル企画株式会社が設立された。
        　大阪府商工部新産業振興課においても，平成８年７月ころには，前記整
備構想に基づき，①老朽化が進んでいた同ホテル建物を建て替え，同ホテル敷地の
高度・最適利用を図り，マイドームおおさか等と一体性のある利便性の高い施設と
して新ホテルを建設すること，②都市型展示場，ホール，中小会議施設，研修施設
等の諸設備及びビジネス情報等の経営資源を蓄積する機能を有する産業振興センタ
ー（仮称）を整備することについて調査検討を行っていた（甲３２，丙１，２，
４，４０）。
      イ　上記新ホテル建設事業について検討していた協会は，住友生命，大和銀
行及び大阪コクサイホテル企画株式会社との間において，平成９年２月２６日付け
で，同事業の基本となる事項について協定を締結した（丙１，６）。
      ウ　平成１０年４月１日，協会は，大阪府との間で，本件賃貸借契約を締結
した。
      エ　γホテルの経営は，バブル経済の崩壊後，長引く景気低迷による法人需
要の低下やホテルの開業ラッシュに伴う競争激化などの影響を受け，平成５年度以
降連続して経常赤字となり，平成９年度決算における当期損失額は６億０７７６万
４８５９円，累積欠損金は１６億５７２２万５０６４円，銀行等からの短期借入金
は２７億２０００万円に達していた。そのため，整備構想の実現を目指す大阪府の
主導の下，平成１０年４月ころ，前記新ホテル建設事業のスキームの見直し等の協
議が行われ，協会も，同年９月，平成１１年度に収支均衡を図ることを目標とする
経営健全化計画を策定したが，平成１０年９月以降も売上げ及び収益が予測を下回
り，同年６月に住友生命が同事業からの撤退を表明したのに続き，同年１１月，大
和銀行も同事業からの撤退を表明したため，同月，大阪府及び協会において，同事
業は最終的に断念されるに至った（甲３２，丙１，８，２９ないし３３）。
      オ　大阪府は，前記γホテルの建て替えによる新ホテル建設事業のスキーム
の見直しと並行して，協会の財務状況を見極めつつ，γホテルを閉鎖して協会を解
散させる場合もあることも想定し，そのような場合であっても，δ地区が有する産
業振興機能を支援する新たなホテル機能が必要であり，また，協会従業員の労働債
権を確保するため，協会の破産は避ける必要があるとの方針の下，対応策を検討し
ていたが，上記のとおり，同月，同事業が最終的に断念されたため，協会に対し本
件借地権及び本件建物の対価を支払って本件借地権を消滅させ，γホテル敷地の完
全な所有権を回復し，同敷地において新たなホテル機能の確保を図るという方針が
決定された。そして，被告ｆは，大阪府公有財産規則１１条の規定に基づき，大阪
府財産評価審査会の意見を聴取するため，平成１１年１月６日付けで，同審査会に
対し，①本件借地権の価格を谷澤総合鑑定所及び大和不動産による後記の各鑑定評
価額の中間値である１平方メートル当たり５６万２５８４円と評価すること及び②
本件建物の価格を谷澤総合鑑定所の後記鑑定評価額に時点修正を加えた参考価格で
ある１７億６９２４万９０００円と評価することについて諮問をした（甲１８，丙
１４，３９，被告ｆ本人）。
      カ　協会は，前記新ホテル建設事業の断念を踏まえ，協会の経営状況が非常
に厳しく，新ホテル建設の見通しがないまま，これ以上経営を継続することは困難
になったことなどを理由に，γホテルの営業等の協会の事業を平成１０年度内で終
了し，解散に向け準備作業に入ることとし，平成１１年１月１９日，協会理事会に
おいて，上記方針を正式に決定した上，大阪府知事であった被告ｂを除く理事らに
おいて，協会の有する資産を換価するため，大阪府に対し本件借地権付きの本件建
物の買取りの申入れをすること及び大阪府の承諾が得られた場合には本件建物を第
三者に譲渡することを承認し，上記申入れ等に係る契約に関する一切の権限を常務
理事である被告ｅに委譲すること等を決定した（丙９）。
      キ　被告ｅは，同月２０日，協会を代表して，大阪府に対し，本件建物を借
地権付き建物として買い取るよう求める旨の本件買取申入れをした（甲１５）。
      ク　大阪府財産評価審査会は，同日までに，本件借地権及び本件建物の価格
をいずれも前記諮問のとおりと評価する旨の答申をした（甲１８）。
      ケ　被告ｄは，同月２１日付けで，各大阪府議会議員に対し，本件買取申入
れへの対応に関する参考資料として，本件借地権に関する大阪府の考え方を問答形
式で記載した書面を送付した（甲３３）。
      コ　同年２月１９日，大阪府議会平成１１年２月定例会において，本件補正
予算が提出された（甲１３）。
      サ　同月２３日及び２４日，大阪府議会本会議において行われた代表質問に



おいて，本件補正予算において５１億４０１２万８０００円の都心型新産業育成拠
点整備関連事業費が計上されていることに関し，３会派の議員から，γホテル敷地
の売却交渉，協会従業員に対する退職金の支払及び再就職先の確保，立退補償契約
を締結する必要性及びリスクの有無等についての質問があった。被告ｄ及び同ｂ
は，これらの質問について，整備構想は凍結中であるが，民間企業等の手によって
γホテル敷地にマイドームおおさか及び大阪商工会議所と共に中小企業の支援機能
を担うホテル等の施設が建設されることが望ましいと考えており，そのため複数の
企業グループと同敷地の売却交渉中であること，大阪府には本件買取申入れに応じ
る義務はないが，「今回の処理は，協会が解散に先立ちその資産を処分するため，
大阪府に借地権付き建物の買取りを申し入れてきていることに対し，適正な価格を
もって補償で応ずるものであり，このことにより従業員の退職金の確保も可能とな
るとともに，協会の借地権を消滅させ，隣接地を含めた府有地の一体的活用が図ら
れることから，最良の選択であると考えて」いること，大阪府としても協会従業員
の雇用対策について重要な課題として取り組んでいく必要があると認識しているこ
となどを述べ，答弁を行った（丙２０）。
      シ　同年３月３日，本件補正予算等の議案が大阪府議会商工農林常任委員会
に付議され，同日及び同月５日の質疑において，本件補正予算において５１億４０
１２万８０００円の都心型新産業育成拠点整備関連事業費が計上されていることに
関し，５名の委員から，上記サと同趣旨の質問に加え，協会による同月末日までの
本件土地Ａからの立退きの見込み，協会の有する資産及び負債の内容，本件建物の
解体費用の負担，上記都心型新産業育成拠点整備関連事業費の金額と協会の退職金
債務及び借入金債務等の弁済費用がほぼ一致している理由，協会の経営についての
大阪府の責任の有無，本件建物の大阪府における再利用計画の有無等について質問
があり，被告ｆ及び同ｄは，これらの質問について答弁を行った。また，同委員会
において同月９日に行われた質疑には，被告ｂが出席し，本件補正予算への上記都
心型新産業育成拠点整備関連事業費の計上に関し，４名の委員からの上記と同趣旨
の質問に対し，答弁を行ったところ，同答弁は，同被告の本会議における前記答弁
と同様の答弁内容を含むものであった。
        　なお，上記各委員のうち１名は，同月３日及び９日，立退補償契約の締
結による処理策に反対する立場から，上記都心型新産業育成拠点整備関連事業費の
内訳として，本件借地権に対する部分が約３３億７０００万円，本件建物に対する
部分約１７億７０００万円であることを明示した上で，その支出の必要性がないこ
と，補償金額が高すぎること，協会は本件賃貸借契約上，本件借地権を譲渡するこ
とができないはずであることなど，自己の見解を述べつつ，上記被告らに対する質
問を行った。これに対し，上記被告らは，上記サと同趣旨の答弁に加え，立退補償
による本件借地権の消滅により，本件土地Ａとこれに隣接する本件土地Ｂとを一体
的に見れば，それらの資産価値が高揚すると考えていること，協会は，大阪府が承
諾しない場合には，その承諾に代わる裁判所の許可を得て本件借地権を第三者へ譲
渡することができ，その場合，大阪府がその譲渡を阻止したければ，自ら本件借地
権付きの本件建物を買い受ける必要があり，今の時点で処理する方が政策的に得策
だと考えていること，仮に将来的にも大阪府が本件借地権付きの本件建物を買い取
らないとすれば，大阪府の望まない相手にも譲渡されることになること，γホテル
敷地の売却価格については，本件借地権の評価における同敷地の価格約７５億円か
ら，本件建物の撤去費用を差し引いた形で交渉することになるため，上記価格を下
回る可能性が高いこと，売却交渉中の１つの企業グループについては，売却価格の
交渉は「ストライクゾーンに入っている」ことなどを述べ，答弁を行った。
        　同月１１日，同委員会において本件補正予算が可決された（甲３１，丙
２１）。
      ス　同月１２日，本件補正予算は大阪府議会本会議において可決され，大阪
府議会の議決を経た。
      セ　同月１９日，大阪府は，協会との間で，本件立退補償契約を締結した
（甲２９）。
      ソ　本件立退補償契約及び本件売買契約の締結に先立ち，谷澤総合鑑定所が
大阪府の依頼を受けて提出した鑑定評価書等に記載されている不動産鑑定評価額
は，それぞれ次のとおりであった（丙３９，証人ｈ，被告ｆ本人）。
        (ア)　平成１０年１月７日付け鑑定評価書（丙４３の１）
          （同月１日時点における本件借地権の正常価格）
          　４０億４６７０万円，１平方メートル当たり６７万５３７５円



          （同日時点における本件土地Ｂの正常価格）
          　２５億２７６０万円，１平方メートル当たり１０５万円
        (イ)　同年９月４日付け鑑定評価書（丙１９）
          （同月１日時点における本件建物の正常価格）
          　１８億２０７２万７０００円
        (ウ)　平成１１年１月６日付け鑑定評価書（丙１５。以下「本件谷澤鑑定
書」という。）
          （同月１日時点における本件土地Ａ及び本件土地Ｂの正常価格）
          　７５億１７１０万円，１平方メートル当たり８９万５０００円
          （同日時点における本件借地権の正常価格）
          　３４億３４３０万円，１平方メートル当たり５７万３１６８円
        (エ)　同月１１日付け意見書（丙１８。以下「本件谷澤意見書」とい
う。）
          （平成１０年９月１日から平成１１年１月１日までの期間における本件
建物の正常価格の時点修正率）
          　マイナス２．８パーセント（参考価格１７億６９２４万９０００円）
        (オ)　平成１３年４月１９日付け鑑定評価書（丙３５の２）
          （同月１日時点における本件土地Ｃの正常価格）
          　４２億８７６０万円，１平方メートル当たり５２万１０００円
      タ　本件立退補償契約及び本件売買契約の締結に先立ち，大和不動産が大阪
府の依頼を受けて提出した鑑定評価書等に記載されている不動産鑑定評価額は，そ
れぞれ次のとおりであった（丙３９，証人ｉ，被告ｆ本人）。
        (ア)　平成１０年１月７日付け不動産鑑定評価書（丙４３の２）
          （同月１日時点における本件借地権の正常価格）
          　４０億４０００万円，１平方メートル当たり６７万４２５７円
          （同日時点における本件土地Ｂの正常価格）
          　２５億３０００万円，１平方メートル当たり１０５万円
        (イ)　平成１１年１月５日付け鑑定評価書（丙１６。以下「本件大和鑑定
書」という。）
          （同月１日時点における本件土地Ａ及び本件土地Ｂの正常価格）
          　７５億９０００万円，１平方メートル当たり９０万４０００円
          （同日時点における本件借地権の正常価格）
          　３３億１０００万円，１平方メートル当たり５５万２０００円
        (ウ)　平成１３年４月１９日付け不動産鑑定評価書（丙３５の１）
          （同月１日時点における本件土地Ｃの正常価格）
          　４３億２０００万円，１平方メートル当たり５２万５０００円
      チ　平成１０年１１月ころ以降，大阪府に対しては，数社から，γホテルの
敷地を購入して開発を行いたい旨の問い合わせ等が寄せられた。大阪府は，本件立
退補償契約の締結当時，複数の業者等との間で，同敷地にホテル機能を有する施設
を整備することを条件に，同敷地の売却交渉を行っていたところ，その中の１企業
グループは，大阪府が算定していた同敷地の評価額約７５億円を大きく下回る代金
額では同敷地を買収できないことを前提に，これに近い代金額で買収した場合，再
開発により収益を上げることができるか否かを検討している状況にあった。なお，
平成１１年４月ころ，同企業グループから，大阪府に対し，本件建物の撤去費用を
同企業グループが負担することを前提に，同敷地の代金額を約６６億円としたい旨
の提示があったが，その後，同企業グループが委託する予定であったホテル業者と
の調整がつかなかったため，最終的には，大阪府と同企業グループとの交渉はまと
まらなかった（甲３１，丙２１，３９，被告ｆ本人）。
      ツ　同年１月１日当時，協会には１９３名の従業員がいた（丙１１）。
    (2)　必要性の有無（争点(1)ア）について
      ア　前記認定事実によれば，本件立退補償契約は，本件建物等の所在するδ
地区に，マイドームおおさか及び大阪商工会議所における展示，会議等を伴う催事
の参加者に対し，宿泊，宴会，飲食等を提供する機能を有する，γホテルに代わる
新たなホテル施設が，大阪府の産業振興施策上必要であるとの判断に基づき，大阪
府所有の本件土地Ａの完全な所有権を速やかに確保するために締結されたものであ
ることが認められる。この点，証拠（丙１，２８，４０ないし４２）によれば，γ
ホテルは，その閉鎖に至るまで，中小企業の振興等を目的とするマイドームおおさ
か等における催事に関し，宿泊，宴会，飲食等を提供する機能を積極的に果たして



いたことが認められる。また，前記認定のとおり，大阪府は，本件立退補償契約の
締結当時，複数の業者等との間で，γホテル敷地にホテル機能を有する施設を整備
することを条件に，同敷地の売却交渉を行っていたところ，その中の１企業グルー
プは，大阪府が算定していた同敷地の評価額約７５億円を大きく下回る代金額では
同敷地を買収できないことを前提に，これに近い代金額で買収した場合，再開発に
より収益を上げることができるか否かを検討している状況にあったのであり，現
に，本件立退補償契約の締結直後である平成１１年４月ころには，同企業グループ
から，大阪府に対し，本件建物の撤去費用を同企業グループが負担することを前提
に，同敷地の代金額を約６６億円としたい旨の提示があったというのであるから，
本件立退補償契約の締結当時，同敷地上にホテル機能を有する設備の設置が実現で
きる可能性は少なくなかったものということができる。そうすると，同ホテルに代
わる新ホテル施設の設置が必要であり，本件立退補償契約を締結して速やかに本件
土地Ａからの立退き及びその返還を受けることによってその実現が可能であるとの
上記政策判断には，一定の合理性があったということができる。
        　また，大阪府が協会からの本件買取申入れを拒否して何らの措置を講じ
なかった場合，協会は，漫然と本件賃貸借契約を継続して賃貸料等を支払い続ける
意味はなく，他方で賃貸料等の不払により本件賃貸借契約を解除されれば，最大の
資産である本件建物及び本件借地権を対価なしに喪失してしまうことになるのであ
るから，その清算に伴い，本件借地権を第三者に譲渡するなどして換価する必要が
あったと考えられるところ，仮にこれを大阪府が承諾しなかったとしても，協会
は，本件借地権が昭和４５年４月１日の府有財産貸付契約に基づくものであるとす
れば旧借地法９条ノ２の規定により，本件賃貸借契約に基づくものであるとすれば
借地借家法１９条の規定に基づき，大阪府の承諾に代わる裁判所の許可を得てこれ
を行うことも可能であったものと解される。このようにして本件借地権が第三者に
譲渡される場合，協会としては，できるだけ高い対価でこれを譲渡する必要がある
のであるから，当該第三者が，本件土地Ａの使用収益方法として，必ずしも大阪府
の期待するようなホテル機能を有する施設を建設するとは限らない状況となってい
た可能性は否定できない。そうすると，大阪府にとって，その産業振興施策の一環
としてのホテル機能を有する施設の設置を確実かつ主導的に実現するためには，本
件借地権を消滅させて本件土地Ａの完全な所有権を回復しておく必要があったとい
うことができる。
        　なお，前記認定のとおり，本件立退補償契約の締結当時，協会には１９
３名の従業員がいたところ，協会の設立に始まる大阪府との関係，協会が大阪府の
産業・貿易振興に果たしてきた役割等にかんがみれば，大阪府として，本件立退補
償契約の締結に当たって，協会に補償金を支払うことにより，上記従業員の退職金
債権の支払が事実上確保されることを副次的に考慮することも，およそ許されない
ものというわけではないと考えられる。
        　したがって，本件立退補償契約がおよそ必要性を欠くものであったとは
認められず，本件立退補償契約の締結及びこれに基づく本件各支出が法２条１２
項，地方財政法２条，４条に違反するものということはできない。
      イ　これに対し，原告らは，仮に任意売却又は競売により第三者に本件借地
権が譲渡されても，大阪府と協会との間の特殊な本件賃貸借契約は当該第三者を拘
束するのであるから，大阪府にとって何ら不都合はなかった旨主張する。確かに，
前記認定のとおり，本件賃貸借契約においては，本件土地Ａの使用目的として，
「γホテル敷地」以外の目的に使用してはならないとされていた。しかし，これ
は，法２３８条の５第５項に規定するように，本件土地Ａの用途を協会によるγホ
テルの営業用建物の敷地と指定し，一定期間内にはその用途の廃止を一切禁止する
という趣旨のものとまでは解されないから，強行法規である旧借地法９条ノ２又は
借地借家法１９条の規定の適用が排除されるものではないというべきであり（旧借
地法１１条又は借地借家法２１条），本件借地権の第三者への譲渡について大阪府
の承諾に代わる裁判所の許可がされた場合，本件賃貸借契約に基づいて本件土地Ａ
が必ずホテルの敷地として使用収益される保証はなく，大阪府の前記政策目的の達
成にとって不都合が生じ得たものと考えられる。したがって，原告らの上記主張を
採用することはできない。
    (3)　補償金額が適正か否か（争点(1)イ）について
      ア　前記認定事実によれば，本件立退補償契約における補償金額５１億４０
１２万８０００円は，本件借地権に対する補償金額３３億７０８７万９０００円と
本件建物に対する補償金額１７億６９２４万９０００円とを合算した金額であった



ことが認められる。そして，前記のとおり，本件立退補償契約は，大阪府の産業振
興施策の一環として，本件借地権を消滅させて本件建物跡地としての本件土地Ａの
完全な所有権を回復し，本件土地Ａ及び本件土地Ｂ上に，マイドームおおさか及び
大阪商工会議所における展示，会議等を伴う催事の参加者に対し宿泊，宴会，飲食
等を提供する機能を有する新たなホテル施設を設置するという公益目的に基づいて
締結されたものと認められる。かかる公益目的に基づく本件建物及び本件土地Ａの
立退補償契約における補償金額の算定に当たっては，公共事業に伴い借地権付き建
物の存する土地につき借地権又は土地所有権を取得する場合における借地権付き建
物所有者に対する損失補償と同様に，公共用地の取得に伴う損失補償基準に準じ
て，本件借地権だけでなく，大阪府における利用予定の有無にかかわらず，本件建
物を補償の対象とすることにも，一定の合理性があるということができる。したが
って，本件立退補償契約において，大阪府が，取壊し予定の本件建物をも補償の対
象としている点をもって，直ちに本件立退補償契約の締結が違法ということはでき
ない。
      イ　また，公共用地の取得に伴う損失補償の場合においては，当該公共用地
上の建物の解体は，当該公共用地の取得を行う起業者等が，その負担においてこれ
を行うべきものであるから，前記のような公益目的を有する本件立退補償契約にお
ける補償金額の算定に当たって，本件建物の解体費用相当額が補償金額から差し引
かれていないことが，合理性を欠くものということはできないし，完全な所有権を
回復した後に新ホテル建設のために本件土地Ａを購入する主体において本件建物解
体費用を負担したり，工事の施工方法いかんによっては解体費用が圧縮されること
もあり得るのであり，この点をもって，本件立退補償契約の締結を違法とすること
はできない。
      ウ　さらに，本件借地権及び本件建物に対する補償金額は，次のとおり，不
当に高額なものとは認められず，これらを合算した本件立退補償契約における補償
金額が不適正で違法なものということもできない。
        (ア)　本件借地権について
          　前記認定事実によれば，本件借地権に対する補償金額は，本件谷澤鑑
定書及び本件大和鑑定書に記載された，本件借地権の平成１１年１月１日時点にお
ける正常価格の概ね中間値であることが認められる。そして，証拠（丙１５，１
６，証人ｈ，同ｉ）によれば，本件谷澤鑑定書及び本件大和鑑定書における不動産
鑑定評価の過程に特に不合理な点を認めることはできない。
          　原告らは，大阪府と協会との密接な関係によれば，本件立退補償契約
における補償金額の算定においては，本件借地権の正常価格ではなく，限定価格を
求めるべきである旨主張する。しかしながら，証拠（丙３６，３７）によれば，正
常価格とは，市場性を有する不動産について，合理的な市場で形成されるであろう
市場価値を表示する適正な価格をいい，限定価格とは，市場性を有する不動産につ
いて，不動産と取得する他の不動産との併合又は不動産の一部を取得する際の分割
等に基づき合理的な市場で形成されるであろう市場価値と乖離することにより，市
場が相対的に限定される場合における取得部分の当該市場限定に基づく市場価値を
適正に表示する価格をいうものと認められるところ，本件借地権及び本件建物の取
得に前記のような限定要因はなく，また，本件立退補償契約が，前記の公益目的に
基づいて，本件借地権及び本件建物の客観的な市場価値を補償するものである以
上，大阪府と協会との特殊な関係を考慮する必要はないのであるから，本件借地権
の正常価格をもって本件借地権に対する補償金額を算定するのが相当である。原告
らの上記主張を採用することはできない。
          　また，原告らは，本件立退補償契約における補償金額は，正常価格と
しても高すぎる旨主張するところ，前記のとおり，谷澤総合鑑定所の平成１３年４
月１９日付け鑑定評価書及び大和不動産の同日付け不動産鑑定評価書には，同月１
日時点における本件土地Ｃの正常価格を１平方メートル当たり５２万１０００円な
いし５２万５０００円と鑑定評価する旨の記載があり，これらの価格は，本件谷澤
鑑定書及び本件大和鑑定書に記載された平成１１年１月１日時点における本件土地
Ａ及び本件土地Ｂの正常価格８９万５０００円ないし９０万４０００円と比較し
て，それらの約５８パーセントにまで下落していることが認められる。しかし，証
拠（証人ｉ）及び弁論の全趣旨によれば，本件土地Ａ及び本件土地Ｂないし本件土
地Ｃの所在する地域の地価は，平成１１年度から平成１２年度にかけて，毎年約２
０パーセント程度下落していることが認められるから，平成１１年１月１日時点か
ら平成１３年４月１日時点までの２年３か月間に上記の程度の価格下落があったと



しても不自然ではない。前記のとおり，本件谷澤鑑定書及び本件大和鑑定書におけ
る不動産鑑定評価の過程に特に不合理な点を認めることはできないのであって，原
告らの上記主張を採用することはできない。
        (イ)　本件建物について
          　前記認定事実によれば，本件建物に対する補償金額は，谷澤総合鑑定
所の平成１０年９月４日付け鑑定評価書に記載された本件建物の平成１０年９月１
日時点における正常価格に，本件谷澤意見書に記載された同日から平成１１年１月
１日までの期間における本件建物の正常価格の時点修正率を乗じて算出された参考
価格１７億６９２４万９０００円であることが認められる。そして，証拠（丙１
８，１９，証人ｈ）によれば，上記鑑定評価書及び本件谷澤意見書における不動産
鑑定評価の過程に特に不合理な点を認めることはできない。
      エ　以上によれば，本件立退補償契約における補償金額が不当に高額であっ
て，その締結及びこれに基づく本件各支出が違法である旨の原告らの主張を採用す
ることはできない。
    (4)　本件立退補償契約の締結について大阪府議会の議決を経ていないこと（争
点(1)ウ）について
      ア　法９６条１項は，柱書において普通地方公共団体の議会は，次に掲げる
事件を議決しなければならないとした上，８号において，「前二号に定めるものを
除くほか，その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める財産の
取得又は処分をすること。」を掲げている。上記基準について，令１２１条の２第
２項，同別表第二は，財産の取得又は処分の種類については，「不動産若しくは動
産の買入れ若しくは売払い（土地については，その面積が都道府県にあっては１件
２万平方メートル以上〔中略〕のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受
益権の買入れ若しくは売払い」とし，その金額については，都道府県にあっては，
７０００万円を下らないこととする旨規定している。これらの規定を受けた議決条
例２条は，法９６条１項８号の規定による議会の議決を要する財産の取得又は処分
について，「不動産（土地については，その面積が１件２万平方メートル以上のも
のに限る。）若しくは動産の買入れ若しくは売払い又は不動産の信託の受益権の買
入れ若しくは売払いでその予定価格が１億円以上のもの」と規定している。
      イ　本件立退補償契約に法９６条１項８号，議決条例２条の規定に基づく議
会の議決を要するか否かについては，本件立退補償契約が建物の売払い，土地，動
産又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いに該当しないことは明らかで
あるから，これが予定価格が１億円以上の建物の「買入れ」に該当するか否かの問
題である。
        (ア)　この点，議決条例２条に規定する「買入れ」とは，令１２１条の２
第２項，同別表第二上欄に規定する「買入れ」と同義のものであり，普通地方公共
団体が買主となって締結する売買契約がこれに該当することは，その文言上明らか
である。
          　しかし，逆に，普通地方公共団体が締結する契約の名称ないし形式が
売買とされていないからといって，およそ「買入れ」に当たらないということはで
きない。すなわち，本来，財産の取得又は処分は，予算の執行行為であり，当該普
通地方公共団体の執行機関である長の権限に属するものであるが，法９６条１項８
号及び令の前記各規定は，そのうち，特に重要な種類及び金額のものについては，
当該普通地方公共団体の財産の保有状況に大きな変動をもたらすことから，その適
否を議会の判断に係らしめ，議会の議決をもって当該普通地方公共団体における意
思決定とするという趣旨のものと解される。したがって，普通地方公共団体の締結
する契約が令及び議決条例の上記各規定にいう「買入れ」に該当するか否かは，単
に当該契約の当事者が選択した契約の名称ないし形式が売買とされているか否かの
みによって決定されるべきものではなく，当該契約が，その具体的合意内容に照ら
し，①相手方が当該普通地方公共団体へある財産権を移転すること及び②その対価
として当該普通地方公共団体が相手方へ一定額の金員を支払うことの合意という売
買の要素（民法５５５条）を備えているか否かによってこれを決するのが相当であ
る。
          　これを本件についてみると，本件立退補償契約は，本件土地Ａを目的
とする本件賃貸借契約の合意解除に当たっての立退補償契約という名称及び形式を
採っている。しかし，前記前提事実及び認定事実によれば，本件立退補償契約にお
いては，①協会は，本件賃貸借契約の解約日までに，本件建物を現有有姿のまま，
本件土地Ａから立退き及びその返還を行い，上記返還に当たっては，本件建物に所



有権の行使を妨げる権利が存在するときは，これを消滅させ，かつ，その権利に係
る登記があるときはこれを抹消しなければならず，本件建物の所有権は，上記返還
を完了した時をもって，大阪府に移転し，大阪府は，上記所有権の移転後，直ちに
本件建物の所有権移転登記を嘱託することとされ，かつ，②大阪府が協会に対し本
件建物及びその従たる権利（民法８７条２項参照）である本件借地権の補償金とし
て，５１億４０１２万８０００円を協会に支払うこととされており，上記補償金額
は，本件建物に対する補償金額１７億６９２４万９０００円と，本件借地権に対す
る補償金額３３億７０８７万９０００円とを合算した金額であることが認められ
る。そうすると，本件立退補償契約上，①協会が大阪府へ本件建物の所有権及びこ
れに随伴する本件借地権を移転すること及び②その対価として大阪府が協会へ補償
金を支払うことの合意があるということができるから，本件立退補償契約は，本件
借地権付きの本件建物の売買の要素を含むものであって，「買入れ」に該当すると
いうべきである。
          　そして，本件立退補償契約における上記補償金額によれば，本件立退
補償契約の予定価格は１億円以上ということができるから，本件立退補償契約の締
結には，法９６条１項８号の規定に基づき，大阪府議会の議決を要するというべき
である。
        (イ)　この点，被告らは，取引の安全や法９６条１項が制限列挙主義を採
っていることを根拠に，「買入れ」は文理的に解釈されるべきであり，拡張解釈は
許されないとか，仮にそうでないとしても，普通地方公共団体の長及びその取引の
相手方が議会の議決を潜脱するために売買と実質的に同視されるものをあえて売買
と異なる形式とした場合に限定されるべきであるなどと主張する。しかし，売買の
要素を含む契約が「買入れ」に該当するとの前記解釈は，必ずしもその文理に反す
るものではなく，取引の安全を害するとはいえない上，ある契約が「買入れ」に該
当し，議会の議決を要するか否かは，客観的な契約内容によって決定されるべき問
題であり，契約担当者の主観的意図によって左右されるものではない（そのように
解すれば，かえって法的安定性を損ない，取引の安全を害するというべきであ
る。）。被告らの上記主張は失当である。
          　また，参加人は，法９６条１項８号が想定する公有財産の取得とは，
当該地方公共団体において行政活動に資することを前提に管理運用することを予定
して取得することをいい，使用目的のない取壊し予定の建物の一時的な所有権移転
は，これに当たらない旨主張する。しかしながら，法において「財産」とは，公有
財産，物品及び債権並びに基金をいう（法２３７条１項）ところ，不動産である建
物は，「公有財産」に含まれるのであり（法２３８条１項１号），当該普通地方公
共団体において行政活動に資することを前提に管理運用することを予定されている
か否かにかかわらず，「財産」に該当するというべきである。また，実質的にみて
も，使用目的のない取壊し予定の建物に対価を支払って一時的に所有権の移転を受
けることは，使用目的のある建物における場合よりも，当該普通地方公共団体の財
務に及ぼす影響ははるかに大きいのであるから，法９６条１項８号の前記趣旨に照
らし，議会の議決による団体意思の決定の必要性は一層高いものと考えられる。参
加人の上記主張は失当である。
          　さらに，参加人は，本件立退補償契約が「買入れ」に当たると解する
ことは大阪府における意思形成過程等を無視するものであるとか，契約当事者の意
思ないし契約自由の原則に反するなどとも主張するが，本件立退補償契約の締結に
際して被告らが採っていたと思われる参加人主張に係る解釈は，上記のとおり，誤
りであったというほかないし，契約当事者の意思によって議決の要否が定まること
が不当であることは前記のとおりであり，契約の具体的合意内容に従って判断すべ
きものとする上記説示が契約自由の原則に反するものでないことは明らかであるか
ら，上記主張もまた失当である。
          　なお，参加人は，本件立退補償契約が，公共事業における損失補償基
準に準じて，本件借地権の消滅及び本件土地Ａの明渡しに対する適正な補償を行っ
たものであることを指摘しているところ，確かに，例えば，土地収用法の規定によ
り，特定の公共事業の用に供するために土地を収用する場合には，同法の規定に基
づく特別な手続により，当該収用の適否についての審査がされ，法律上当然に起業
者が当該土地の所有権を原始取得することが予定されているといえるから，法９６
条１項８号の規定に基づく議会の議決を要しないものと考えられる。しかし，特定
の公共事業の用に供するために土地を取得する必要がある場合であっても，土地収
用法の規定に基づく収用に至るまでもなく，起業者である普通地方公共団体と当該



土地所有者等との間で，任意に当該土地の売買契約が締結されることはしばしば行
われているところであるが，そのような場合には，同法の規定に基づく特別の手続
によって当該売買契約の適否の審査がされているということはできず，私法上の契
約の効果として所有権の移転が生じるにすぎないから，法９６条１項８号に規定す
る種類及び金額の財産の取得に該当する限り，議会の議決が必要となるものと解さ
ざるを得ない。本件立退補償契約も，土地収用法等の法令の定めに基づくものでは
なく，大阪府及び協会が任意に締結した私法上の契約にすぎないのであるから，こ
れが公共事業における任意の用地取得に類似していることをもって，議会の議決を
不要とすることはできない。
      ウ　前記のとおり，法９６条１項８号の趣旨が，普通地方公共団体の財産の
取得又は処分のうち，一定の重要な種類及び金額のものについては，当該普通地方
公共団体の財産の保有状況に大きな変動をもたらすことから，その適否を議会の判
断に係らしめ，議会の議決をもって当該普通公共団体における意思決定とするとい
う点にあるものと解されるから，同号の規定に基づく議会の議決を要するにもかか
わらず，これを欠いたまま行われた財産の取得又は処分は違法であり，かつ，その
瑕疵の重大性にかんがみ，無権限の行為として無効となるものと解される（最高裁
判所昭和３５年７月１日第二小法廷判決・民集１４巻９号１６１５頁参照）。
        　そこで，本件立退補償契約について議会の議決があるといえるか否かに
ついて検討するに，そもそも，財産の取得又は処分が，その性質としては予算の執
行行為であるにもかかわらず，同項１号に規定する予算の議決とは別に，同項８号
において，議会の議決を要する事件として掲げられていることからすれば，法は，
本来，同項８号の規定に基づく議決は，予算の議決とは別個の議案について行われ
ることを予定しているものと解され，そのような形で議決が行われることが望まし
いということができる。ところが，本件においては，前記前提事実のとおり，大阪
府議会において，本件立退補償契約に基づく本件各支出を盛り込んだ本件補正予算
についての議決はされているものの，本件立退補償契約の締結に先立ち，本件補正
予算とは別個に，独立した議案が提出・議決されたことはなく，その後も，現在に
至るまで，同議案は大阪府議会に提出・議決されていない。このような事態は，法
が本来理念的に予定するところには必ずしも沿わないものといわざるを得ない。
        　しかしながら，独立した議案が提出・議決されない場合であっても，当
該財産の取得等に係る歳出項目等が計上された予算（補正予算を含む。）の審議に
おいて，当該財産の取得等の適否につき議決すべきことが認識され，その必要性・
妥当性についての審査を経て議決がされるならば，前記法９６条１項８号の趣旨は
満たされるものということができる。
        　これを本件についてみるに，前記認定のとおり，大阪府議会平成１１年
２月定例会では，本会議及び商工農林常任委員会において，本件補正予算に５１億
４０１２万８０００円の都心型新産業育成拠点整備関連事業費が計上されているこ
とに関し，合計５日間にわたり，延べ１２名の議員又は委員から質疑がされてい
た。特に，同委員会においては，１名の委員が，立退補償契約の締結による処理策
に反対する立場から，補償金の額・内訳等の予定されていた立退補償契約の内容に
触れつつ，これを締結する必要性及び補償金額の妥当性が認められない旨の自己の
見解を述べて質問を行っており，これに対しては，被告ｆ，同ｄ及び同ｂが，答弁
において，立退補償契約を締結する必要性及び補償金額の妥当性について大阪府側
の見解を述べていたのであり，このような審議を経た上で，本件補正予算は，同委
員会及び本会議において可決され，大阪府議会の議決を経ている。そうすると，上
記のような本件事実関係の下では，本件補正予算の審議過程において，大阪府議会
の各議員及び委員は，本件補正予算の議決がされれば，本件立退補償契約が締結さ
れることが確実であることを認識した上で，その必要性及び補償金額の妥当性につ
いての審査を行い，それについての賛否の意思表示をしたものと評価することがで
きる。
        　したがって，本件立退補償契約を締結することの適否については，本件
補正予算についての大阪府議会の議決により，実質的に大阪府議会の判断を経てい
るものということができ，大阪府としての団体意思の決定がそこで行われていると
認められるから，本件立退補償契約の締結について，本件補正予算とは別個に大阪
府議会の議決を経ていないことが，直ちに法９６条１項８号の規定に反し，違法で
あると断ずるのは相当でない。また，そうすると，本件立退補償契約の私法上の効
力も否定されないから，本件立退補償契約に基づく本件各支出を違法とすることも
できない。



      エ　以上によれば，本件立退補償契約の締結及びこれに基づく本件各支出
は，本件補正予算とは別個に大阪府議会の議決を経ていないことに関しても，法９
６条１項８号の規定に反する違法なものということはできない。
    (5)　本件前金払の違法性の有無（争点(1)エ）について
      ア　法２３２条の５第２項は，普通地方公共団体の支出は，政令の定めると
ころにより，資金前渡，概算払，前金払，繰替払，隔地払又は口座振替の方法によ
ってこれをすることができると規定し，これを受けた令１６３条は，前金払をする
ことができる経費として，「前金で支払をしなければ契約しがたい請負，買入れ又
は借入れに要する経費」（３号）などを掲げている。
      イ　前記前提事実のとおり，本件前金払は，本件立退補償契約における補償
金５１億４０１２万８０００円のうち３５億９８００万円を，協会に対し，協会に
よる本件立退補償契約に基づく本件土地Ａからの立退き及び本件土地Ａの返還に先
立って支払ったものである。
        　前記前提事実及び証拠（甲４，１５，丙２２，３９，被告ｆ本人）によ
れば，協会は，本件立退補償契約上，本件土地Ａの返還に当たって，本件建物に所
有権の行使を妨げる権利が存在するときはこれを消滅させ，かつ，その権利に係る
登記があるときはこれを抹消しなければならないとされていたところ，①本件立退
補償契約が締結された当時，合計約２４億９０００万円の借入金があったが，その
うちの大部分について，本件建物に根抵当権が設定され，その旨の登記がされてい
たため，それらの根抵当権を消滅させ，根抵当権設定登記を抹消するためには，上
記借入金の返済資金が必要であったこと，また，②本件建物を明け渡して本件土地
Ａを大阪府に返還するためには，本件建物内のテナント５店舗に対する立退補償金
を支払う必要があったこと，③協会が従業員に対して支払うべき退職金は合計約１
２億円であったところ，本件建物の円滑な明渡しを行うためには，その支払資金を
確保し，支給時期を明確にする必要があったこと，④協会は，その当時の財務状況
から，新たに金融機関から借入をするなどして，上記の各支払資金を調達すること
はもはや困難であったことが認められる。
        　そして，前記のとおり，本件立退補償契約は，本件借地権付き本件建物
の買入れという要素を含むものであるところ，上記認定事実によれば，上記各支払
資金に相当する金額が大阪府から協会に前金払されるのでなければ，本件立退補償
契約を締結し，これに基づく本件建物及び本件土地Ａの明渡しを受けることは困難
であったことが認められる。そうすると，上記各支払資金合計約３６億９０００万
円については，令１６３条３号に規定する前金で支払をしなければ契約し難い買入
れに要する経費に当たるというべきである。
      ウ　したがって，上記各支払資金の範囲内である本件前金払による支出は，
被告ら及び参加人が主張するように令１６３条８号に該当するものか否かを検討す
るまでもなく，法２３２条の５第２項，令１６３条３号の規定により前金払の方法
によることが許されるものであって，適法である。
      エ　なお，仮に本件前金払に何らかの問題があるとしても，本件前金払と原
告らが主張する大阪府の損害との間に因果関係が認められないことは明らかであ
る。
    (6)　小括
      　以上によれば，本件立退補償契約の締結及びこれに基づく本件各支出が違
法なものとは解されず，この点に関する原告らの主張はいずれも採用することがで
きない。
  ２　結論
    　よって，その余の点について判断するまでもなく，原告らの請求はいずれも
理由がないからこれを棄却することとし，主文のとおり判決する。
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